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市区町村別生命表のような小規模地域における死亡状況を表す指標を算出する際に死因分析
を行うことを目標として，小地域の不安定性を解消し，かつ，全死因については従来の推定方
法との整合性を持つような死因別死亡率の推定方法を導入し，算出結果を検討する。
従来の市区町村別生命表において中央死亡率をベイズ推定する際に用いるモデル（尤度関数

を二項分布，事前分布をベータ分布）を多変数に拡張したモデルとして知られている多項分布
とディリクレ分布との組を死因別中央死亡率のベイズ推定モデルとすることを提案する。さら
に，導入したモデルにより算出される死因別中央死亡率（ベイズ推定値）を用いて死因を除去
した場合の平均余命の延びと死因別死亡確率を試算して，モデルの有用性を検討した。
試算した２種類の指標について，人口規模の小さな市区町村に対しては偶然変動の影響を抑

えた結果が得られ，その一方で，人口規模の大きな市区町村に対しては，ベイズ推定を用いな
い方法とほぼ等しい結果が得られた。
本稿で作成したベイズ推定値は小地域の死亡状況の分析手法として今後検討を重ねて活用さ

れることが期待される。また，生命表以外の死因分析についても本稿と同様な方法で指標を作
成できるかどうか今後研究する価値がある。

市区町村別生命表，ベイズ推定，死因分析，平均余命の延び，死因別死亡確率

Ⅰ

厚生労働省大臣官房統計情報部では，死亡状
況を分析する指標のひとつとして，各種の生命
表を作成・公表している。生命表は作成の基礎
となる地域の年齢構成によらない死亡指標であ
り，わが国の死亡状況を表すものとして，毎年
作成される簡易生命表と，５年ごとに作成され
る完全生命表がある。一方，地域の特性にあう
行政を行うための政策立案の資料を提供するた
めに，都道府県別生命表，市区町村別生命表を
５年ごとに作成しており，本号別稿「生命表と
年齢調整死亡率の関係について」や「都道府県

別生命表による平均寿命の地域差分析」にみら
れるような地域間の死亡状況の比較の際の基礎
資料として活用されている。
地域別の指標の中でも，特に小規模な地域に
対する指標となる市区町村別生命表では，本号
別稿「最近のベイズ推定研究の小地域の人口動
態指標推定への応用の研究」で考察しているよ
うな指標の不安定性を有している。この不安定
性を解消するため，従来の市区町村別生命表で
は，性・年齢階級別の中央死亡率をベイズ推定
により求めている。ここで，中央死亡率とは，
作成基礎期間の中央時点の人口（以下，中央人
口）に対する期間中の死亡数の割合として求め
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られる値である。現実に観察される事象は人口
および死亡数であるので，ベイズ推定のモデル
としては，中央死亡率を確率変数とみなして，
中央死亡率に従う反復試行を中央人口だけ繰り
返した時に成功した試行回数が死亡数に等しい
とするモデルを適用している。つまり，尤度関
数として二項分布を用いてベイズ推定を行うこ
とにする。さらに，確率変数とみなした中央死
亡率の事前分布として，比率を表す確率変数の
事前分布として有用な分布のひとつであるベー
タ分布を採用しており，二項分布とベータ分布
の共役性から事後分布もベータ分布となる事が
わかる。上述のベイズ推定モデル（二項分布・
ベータ分布モデル）を用いて，生命表を作成す
る地域ごとに性・年齢階級別の中央死亡率（ベ
イズ推定値）を求めることによって，出現数の
少なさに起因する偶然性の影響を減少させるこ
とが可能となり，市区町村別生命表の諸生命表
関数は安定性の高い数値となっている。
一方で，生命表作成の基礎数値である人口動

態統計では，死亡数は死因別に集計されており，
簡易生命表や都道府県別生命表では，平均余命
などの生命表関数を分析する手法のひとつとし
て，特定死因を除去した場合の平均余命の延び
や死因別死亡確率などの指標を死因別死亡数を
用いて算出している。小地域の指標に対しても
同様に死因別データを活用することが期待され
ており，統計情報部が作成している「人口動態
保健所・市区町村別統計」においては主要死因
別の標準化死亡比が算出・公表されているが1)，
市区町村別生命表において，死因はこれまで考
慮されていなかった。
本稿では，市区町村別の死亡率を死因まで考

慮して推定することを目標とする。このとき死
因別のデータを用いて死亡率を算出することに
なるが，死因を忘れてしまえば従来の推定で用
いた情報と一致することから，全死因について
は従来の市区町村別生命表における推定方法と
の整合性を持ち，その上で，小地域の不安定性
を解消するような推定方法が望まれる。そこで，
市区町村別生命表で用いている二項分布・ベー
タ分布モデルを多変数分布に拡張したものとし

て知られている多項分布とディリクレ分布との
共役な分布の組（多項分布・ディリクレ分布モ
デル）をベイズ推定のモデルとすることを提案
する。この方法により死因別中央死亡率（ベイ
ズ推定値）を求めることが可能となり，さらに，
死因に対する加法性を満たす結果が得られた。
本稿ではまず第Ⅱ節で，多項分布・ディリクレ
分布モデルによる死因別中央死亡率（ベイズ推
定値）の推定方法を導入し，第Ⅲ節でその結果
得られる死因を除去した場合の平均余命の延び
や死因別死亡確率の計算方法について説明する。
そして第Ⅳ節で計算結果を示し，本稿で作成し
た指標の性質を検討する。

Ⅱ

以下，死因別中央死亡率（ベイズ推定値）を
求めるために必要な理論的な背景について解説
する。ある集団の中央人口および死因別死亡数
を，
人口： ，
第 死因死亡数： ， ＝1，…，，

死亡総数： 0＝Σ
＝1

とおく。ここで，死因については重複しないよ
うに分類しておくこととし，死因の分類数 は
固定しておく。
第 死因による死因別中央死亡率を とした

とき，ベイズ推定においては死亡率 をある
確率分布にしたがう確率変数として捉える。こ
の確率変数は，観測によって人口 および死亡
数 1，…， を得る以前では，ある分布（事前分
布）に従っているとみなし，観測によって新た
な情報が得られると，その情報によって確率変
数 が従う分布が更新される（事後分布）。死
因別中央死亡率を観測によって得たデータから
推定するときは推定値として事後分布の期待値
で代表させることにして，その期待値を死因別
中央死亡率（ベイズ推定値）とする。
多項分布・ディリクレ分布モデルにおいては，
ベイズ推定における尤度関数は，
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1 2 … ( － 0)
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(1－ ) － 0

と表されると仮定する。ここで
→
＝( 1，2，…，

）かつ→＝( 1，2，…，）とする。上述の尤度
関数においては，人口 は死亡数と同様にパラ
メータの１つではあるが，死亡数に比べ変動が
小さいと考え定数として扱う。さらに，尤度関
数が多項分布で表されると仮定しているので，
共役分布であるディリクレ分布を事前分布とし
て用いれば事後分布もディリクレ分布となるこ
とがわかり，事後分布の期待値，つまり死因別
中央死亡率（ベイズ推定値）を算出することが
容易になる。記号を簡単にするために（ ＋1）
次元ディリクレ分布の密度関数を

(→，｜α→，β)＝ α→，β 1
α1－1

2
α2－1

… α －1 β－1

で表す。ここで， 個の独立変数と従属変数，
およびパラメータは以下の条件式
＞0， ＝1，…，，

1＋…＋ ＜1，
＝1－( 1＋…＋ ），
α＞0， ＝1，…，
β＞0

を満たし，係数 α→，βは正規化定数であり，ガ
ンマ関数Γを用いて，

α→，β＝
Γ(α1＋α2＋…＋α ＋β)

Γ(α1)Γ(α2)…Γ(α )Γ(β)

と表される。上記の定義式から ＝1のときは，
多項分布が二項分布に，ディリクレ分布の密度
関数がベータ分布の密度関数に一致しているこ
とがわかる。多項分布・ディリクレ分布モデル
における事後分布の密度関数（→｜

→
）は，ベ

イズの定理から，
（→｜

→
）

＝ (
→
｜→ )・ (→，｜α→，β)

∫ (
→
｜→ )・ (→，｜α→，β) 1…

＝ (→，｜α1＋ 1，…，α ＋ ，β＋ － 0)
となることがわかる。
一般のディリクレ分布 (→，｜α→，β）に

対して，変数 の期待値および分散が，

( )＝
α

α0＋β

( )＝
α(α0＋β－α )

(α0＋β)2(α0＋β＋1)

＝
( )(1－ ( ))
α0＋β＋1

となることが知られているので，多項分布・
ディリクレ分布モデルにおける事後分布の期待
値および分散が事前分布のパラメータα ，β
と観測値 ， から容易に求められることがわ
かる。
死因別中央死亡率をベイズ推定するために多
項分布・ディリクレ分布モデルを採用する根拠
として，ディリクレ分布の性質を２つ挙げるこ
とができる。まず１点目の性質として，ディリ
クレ分布は変数の和に対して良い性質を持って
いる。一般に，（ ＋1）次元ディリクレ分布が
与えられたとき，２個の変数の和を１個の変数
とみなすことにより， 次元ディリクレ分布が
得られる。例えば，上述したディリクレ分布の
密度関数

( 1，…， －2， －1，，｜α1，…，α －2，
α －1，α ，β）

において，第（ －1）変数と第 変数の和を考
えると，新しい変数 ＝ －1＋ に対応するパ
ラメータは２個の変数に対応するパラメータの
和によって得られ， 次元ディリクレ分布の密
度関数は
（ 1，…， －2， ，｜α1，…，α －2，
α －1＋α ，β）

と表される。よって，上述したディリクレ分布
の変数の期待値の式を考慮すると， 次元ディ
リクレ分布の変数 の期待値は，元の（ ＋1）
次元ディリクレ分布の変数 －1と の期待値の
和に一致することが容易にわかる（期待値の加
法性）。同様な性質が分散についても成立する。
つまり， 次元ディリクレ分布の変数 の分散
は，元の（ ＋1）次元ディリクレ分布の変数の
和 －1＋ の分散に一致する。
このディリクレ分布の変数の和に関する性質
は，任意の２変数の組に対して成立する。さら
にこの性質を繰り返し用いることにより，従属
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変数 を除くすべての変数の和

0＝ 1＋…＋
の期待値および分散は，独立変数が１個の場合
のモデルであるベータ分布の期待値および分散
と一致する（ただし，ベータ分布のパラメータ
をディリクレ分布のパラメータの和によって与
えることとする）。本稿の多項分布・ディリク
レ分布モデルにおいては，変数の和 0の期待値
および分散は事前分布と事後分布それぞれで，
（事前分布）

( 0)＝
α0

α0＋β
，

( 0)＝
α0β

(α0＋β)2(α0＋β＋1)
，

（事後分布）

( 0)＝
α0＋ 0

α0＋β＋
，

( 0)＝
(α0＋ 0)(β＋ － 0)

(α0＋β＋ )2(α0＋β＋ ＋1)
，

（ただし，α0＝Σ＝1αとする）

と表されることがわかるが，これらの式は，全
死因に対応する事前分布，事後分布の期待値お
よび分散として解釈され，従来の市区町村別生
命表で用いている二項分布・ベータ分布モデル
によるベイズ推定において現れる式（事前分布
については明示的な記述はないが，事後分布に
ついては平成12年市区町村別生命表2)に記述さ
れている式）と一致している。ただし，報告書
では，人口 を作成基礎期間３年に対応するよ
う３倍していることを注意しておく。
以上の考察から，本稿で提案する多項分布・

ディリクレ分布モデルによるベイズ推定は，事
前分布のパラメータα0，βを適切に設定すれ
ば，市区町村別生命表の結果と整合性のある結
果になることがわかる。つまり，変数の和の期
待値に関するディリクレ分布の性質から容易に
わかるように，重複のないように分類した 種
類の死因に対する死因別中央死亡率（ベイズ推
定値）の総和が全死因に対する中央死亡率に対
応するので，全死因に対する中央死亡率（ベイ
ズ推定値）が市区町村別生命表におけるベイズ

推定値と一致するように事前分布のパラメータ
を設定することが可能である。具体的な事前分
布の与え方については，上記の注意を考慮しな
がら第Ⅲ節（１－ｂ）で述べる。また，期待値
の加法性は，第Ⅲ節（２）で死因分析の諸指標
を算出する際に重要な役割を果たすことを注意
しておく。
ディリクレ分布の性質として，次にパラメー
タの漸近挙動について挙げておく。一般に（
＋1）次元ディリクレ分布

( 1，…， －1，，｜α1，…，α －1，α ，β)
が与えられたとき，パラメータが０に近づくと
分布は 次元ディリクレ分布

( 1，…， －1，｜α1，…，α －1，β)
に法則収束（弱収束）する（漸近的性質）。定
義域の異なる分布の収束であるので収束の解釈
については注意を要するが，ここでは簡単に，
対応するパラメータが０であるような変数は定
数０として扱って良いと解釈する。
この点は第Ⅲ節以降で具体的に事前分布を与
えて死因別中央死亡率（ベイズ推定値）を算出
しようとする際に問題になる。現実の観察にお
いては，全国では少数の死亡が観測されるよう
な死因について，小地域では全く観測されない
ことがある。特に市区町村別生命表では指標の
地域差を保つために，ある市区町村の死亡率の
事前分布の設定をする際に，全国の死亡状況を
用いるわけではなく，地理的に近い地域の死亡
状況によって事前分布を与える。そのため，死
亡率の小さい死因について死亡が観測されず，
死亡率の期待値

( )＝
α

α0＋β

を０であると仮定する状況も生じることがある。
このとき，事前分布は観測によれば０と仮定す
るべきパラメータα が十分小さな値であるよ
うな（ ＋1）次元ディリクレ分布であると考え，
計算上は 次元ディリクレ分布として扱うこと
とする。このことは上述の漸近的性質から妥当
である。
上述したディリクレ分布に関する期待値の加
法性と漸近的性質より，本稿で扱う多項分布・
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分類番号 死因分類名

１ 悪性新生物
２ 心疾患
３ 脳血管疾患
４ 肺炎
５ 不慮の事故1)

６ 交通事故
７ 自殺
８ 肝疾患
９ 腎不全
10 糖尿病
11 高血圧性疾患
12 結核
13 老衰
14 その他

注 1) 簡易生命表で用いる死因分類の場合は，不慮の事
故に交通事故を含んでいるが，本稿では，死因を重
複のないように分類する必要があるため，「不慮の事
故（交通事故を除く）」と「交通事故」の２種類に分
類した。
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ディリクレ分布モデルで死因別中央死亡率（ベ
イズ推定値）を算出する際には，死因を重複し
ないように分類するときに，その分類数は自由
に与えることができるといえる。つまり，本稿
では市区町村別・性別・年齢階級別に死因別中
央死亡率（ベイズ推定値）を算出するが，死因
の分類数についてそれぞれの区分ごとに検討す
る必要はなく，すべての区分で同じ死因分類を
用いることとする。

Ⅲ

本節では，市区町村別生命表における中央死
亡率（ベイズ推定値）の算出方法を基にして，
死因別中央死亡率（ベイズ推定値）の算出方法
を説明する。
基礎データは平成16年から18年の３年間の人

口動態統計および平成17年国勢調査とする。死
因別中央死亡率（ベイズ推定値）を求めるため
に，人口動態統計の死亡数を死因別・市区町村
別・性別・年齢階級別に集計し，年齢階級の区
分については０歳，１～４歳，５～９，10～
14，…，95～99，100歳以上とした。死因の分
類については，従来の簡易生命表の15分類（再
掲を含む）にならって， に示す過不足のな
い14分類を用いた。

まず，中央人口は作成基礎期間の中央にあた
る平成17年７月１日現在の人口を国勢調査およ
び人口動態統計調査を用いて推計する。本稿の
ベイズ推定においては，報告書2)に記載されて
いる推計式を用いて中央人口を算出した（ただ
し，人口および死亡数の補正については行って
いない）。

次に，死因別中央死亡率の事前分布を設定す
る。多項分布・ディリクレ分布モデルでは第Ⅱ
節で述べたとおり，事前分布としてディリクレ
分布を採用するが，そのパラメータの決定方法
を述べる。まず，二次医療圏を基準にして全国
をいくつかの地域に分割する。具体的には，平

成12年市区町村別生命表の作成方法と同様に，
人口規模の小さい二次医療圏については地理的
に近いものを組み合わせて，年齢階級別死亡率
が安定する程度の規模にまとめた。そして，分
割した地域 ごとに，性・年齢階級別の死因
別中央死亡率の事前分布を与えることとする。
事前分布のパラメータ
α， ＝1，…，14およびβ
を，以下の連立方程式により決定した。

α
α0＋β

＝ ， ＝1，…，14

α0β
(α0＋β)2(α0＋β＋1)

＝ 0

ただし，

＝Σ
∈

⎧
⎨
⎩

( )

Σ
∈

( )

( )

3 ( )

⎫
⎬
⎭
， ＝1，…，14

0＝Σ∈
⎧
⎨
⎩

( )

Σ
∈

( )

⎛
⎜
⎝

0
( )

3 ( ) －
Σ
∈ 0

( )

3Σ
∈

( )

⎞
⎟
⎠

2⎫
⎬
⎭

とする。ここで， ( )および ( )はある市区町
村 における人口および第 死因による死因別
死亡数であり，シグマ記号Σ

∈
は事前分布を設

定する地域 に属するすべての市区町村に対
して和をとることを表す。よって，上記の数値
および 0はそれぞれ，地域 の死因別中央

死亡率の期待値，地域 の全死因中央死亡率
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の分散になっていることがわかる。また，作成
基礎期間の３年間に対応して中央人口を３倍し
て調整することに注意する。
上記の連立方程式を解けば，

α＝
⎡
⎢
⎣

0(1－ 0)
0

－1
⎤
⎥
⎦
， ＝1，…，14

β＝(1－ 0)
⎡
⎢
⎣

0(1－ 0)
0

－1
⎤
⎥
⎦

が得られる。ここで， 0＝Σ
14

＝1
は，地域 の

全死因に対する中央死亡率であり，上記式を観
察すればパラメータβが市区町村別生命表にお
ける推定の際に設定した値と等しくなることが
わかる。パラメータの和α0＝Σ

14

＝1
αについても

同様であり，多項分布・ディリクレ分布モデル
によるベイズ推定の際の事前分布が市区町村別
生命表における二項分布・ベータ分布モデルに
よるベイズ推定の際の事前分布と整合性がある
ことがわかる。

上記で求めたパラメータによって，市区町村
ごとに性・年齢階級別の死因別中央死亡率

， ＝1，…，14，
の事前分布を与える。つまり，ディリクレ分布

( 1，…， 14，｜α1，…，α14，β)
を事前分布とし，多項分布

( 1，…， 14｜ 1，…， 14)

＝ 0

1 2 … 14 (3 － 0)
1
1
2
2…

14
14(1－ 0)3 － 0

を尤度関数としてベイズ推定を行った結果得ら
れる事後分布は，ベイズ推定の理論的説明で述
べたとおり，

( 1，…，14，｜α1＋ 1，…，α14＋ 14，
β＋3 － 0)
となる。
上記の事後分布から，死因別中央死亡率（ベ

イズ推定値）および分散が以下に示す式のとお
り得られる。

( )＝
α＋

α0＋β＋3

＝
α0＋β

α0＋β＋3
α

α0＋β
＋

3
α0＋β＋3 3

( )＝
(α＋ )(α0＋β＋3 －α－ )
(α0＋β＋3 )2(α0＋β＋3 ＋1)

＝
1

α0＋β＋3 ＋1
( )(1－ ( ）)

上記の推定値の式からも，多項分布・ディリ
クレ分布による推定結果が二項分布・ベータ分
布モデルの結果と整合性のあることがわかる。
さらに，期待値 ( ）が事前分布の期待値と
観測値による粗死亡率 /3 との加重平均に
なっていることが観察される。

ここで，（１）で解説した方法で求めた死因
別中央死亡率（ベイズ推定値）の妥当性を検証
するため，死因を除去した場合の平均余命およ
び死因別死亡確率を試算する。生命表の作成方
法は従来の市区町村別生命表と同様に作成し，
死因に関する扱いは従来の簡易生命表と同様に
行ったが，以下でそれぞれの方法の概略を述べ
る。

年齢階級別の中央死亡率 が，（１）の方
法で求まっているとする。中央死亡率から，死
亡率 を

により計算する。ここで， は死亡区間生存
期間割合で，平成17年都道府県別生命表の数値
から求めることができる2)。
上記の式により求めた死亡率から生存数 を

0＝100,000 かつ ＋ ＝ (1－ )，
＜95

により計算し，再び死亡区間生存期間割合を用
いて，定常人口 を

＝ ・ ＋ ＋ ( － ＋ )・ ， ＜95

により計算する。
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そして，定常人口 を
＝ ＋ ＋ ＋…

により計算すると，平均余命 ぱ

＝゚

により求められる。

簡易生命表で用いている方法に従い，死因
を除去した死亡率 (－ )を算出し，1)で述べた
チャンの方法で生命表を作成することにより，
多項分布・ディリクレ分布モデルによる死因別
中央死亡率（ベイズ推定値）の安定性について，
第Ⅳ節で考察する。死因を除去した死亡率
(－ )の算出方法は，平成18年簡易生命表3)を要
約すると，以下の式のようになる。

(－ )≈1－
⎧
⎨
⎩

⎛
⎜
⎝
1－

⎞
⎟
⎠

(1－ )
⎫
⎬
⎭

ここで， は通常の生命表における死因 に
よる死亡数である。簡易生命表では，観測され
た死亡数を用いて

≈
0

により求めている（観測比による近似）が，本
稿では多項分布・ディリクレ分布により求めた
死因別中央死亡率（ベイズ推定値）を用いて

≈
0
………………………………（式１）

により近似する（ベイズ比による近似）。上記
の式から，死因 を除去した死亡率を算出して
生命表を作成した。死因 を除去した死亡率
(－ )は，通常の死亡状況と比較して死因 の
分だけ改善された状況における死亡率とみなす
ことができ，死因 を除去した場合の平均余命
(－ )゜ と通常の平均余命 と゚の差（死因を除去し
た場合の平均余命の延び）を観察することに
よって，死因 が平均余命に与える影響を分析
することが可能となる。

多項分布・ディリクレ分布モデルによ
るベイズ推定値では加法性が成立するため，上
記の近似式が適当である。一方，死因ごとに観
察する場合は，特定の死因だけに注目して二項
分布・ベータ分布モデルを適用することにより
中央死亡率をベイズ推定することもできる4)。
ただし，この方法では死因の加法性が成立せず，
特定死因と全死因とを比較した場合に，不等式

0

が成立することを理論的に示すことができない。
ディリクレ分布を導入すれば，上記のように死
因を除去した死亡率を算出することができる。

上述の死因を除
去した場合の平均
余命の延びととも
に簡易生命表で行
われている死因分
析の指標である死
因別死亡確率につ
いても，本稿で求
めた死因別中央死
亡率をもとに算出
する。
報告書3)によれ

ば， 歳における
死因別死亡確率
の算定式は全

死因に関する生命
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（単位 年）

平均 標準偏差 参考2)

悪性新生物
心疾患
脳血管疾患
肺炎
不慮の事故1)

交通事故（再掲）
自殺
肝疾患
腎不全
糖尿病
高血圧性疾患
結核
その他

３大死因（再掲）

注 1) 交通事故を含む
2) 平成17年都道府県別生命表における全国の延び

第55巻第５号「厚生の指標」2008年５月

表における死亡数
を用いて，

＝
Σ

＝ 1 Σ
⎛
⎜
⎝

⎞
⎟
⎠

と表せる。死因を
除去した場合の平
均余命の延びを算
出したときと同様
に死亡数の比が現
れるので，本稿で
は式１により得ら
れるベイズ比によ
り，死亡数の比を近似して死因別死亡確率を試
算した。
死因別死亡確率 は，生命表の上で年齢

歳の者が死因 によって死亡する確率を表した
指標である。生命表の上ではすべての者が何ら
かの死因で死亡することになるので，すべての
死因について死因別死亡確率の和を求めれば常
に１に一致することが期待される。本稿の方法
による死因別中央死亡率（ベイズ推定値）は死
因に関する加法性が成立するので，死因別死亡

確率 の和が１に一致する。

Ⅳ

本稿では多項分布・ディリクレ分布モデルを
導入することによって，死因別中央死亡率（ベ
イズ推定値）を算出した。この結果を検証する
ため，死因別中央死亡率の加法性を利用して，
死因を除去した場合の平均余命の延びと死因別
死亡確率を試算した結果を示す。

19― ―



第55巻第５号「厚生の指標」2008年５月

はじめに，本稿の方法によって得られる小地
域に対する指標の安定性を確認するために，市
区町村の人口規模と死因を除去した場合の平均
余命の延びとの関係を ， に示す。
除去した死因は死因１（悪性新生物）であり，
男０歳の平均余命，つまり平均寿命の延びであ
る。比較として，第Ⅲ節（２）2）で述べた観
測比による近似とベイズ比による近似の２通り
の方法で平均余命の延びを算出した。

， から，人口規模の小さな市
区町村に対して，ベイズ比による近似によって
算出した結果は観測比による近似によって算出
した結果よりばらつきが小さい。このことは，
観測比による方法では偶然変動の影響を受けて
しまうが，本稿の方法によってその影響を排除
することができたと考えられる。一方，人口規
模の大きな市区町村に対しては，ベイズ比によ
る近似と観測比による近似とでほぼ等しい結果
となっていることが図から読み取れる。さらに

詳しくみるために
男性の人口が10万
以上の市について
ベイズ比と観測比
を比較した場合の
平均寿命の延びの
散布図を に示
す。
また，多項分
布・ディリクレ分
布モデルによる死
因を除去した場合
の平均余命の延び
が地域間の差を表
す指標となること
を確認するため，
事前分布を設定し
た地域の順に並べ
た算出結果を

， に示
す。横軸に北から
南へ二次医療圏ご
とに市区町村を並
べて図示している。
図から，おおむね
平均的な値の近く
に分布しているが，
地域的な傾向を
持って分布してい
ることが観察され
る。さらに，その
傾向の中でも各市
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（単位 ％）

平均 標準偏差 参考2)

悪性新生物
心疾患
脳血管疾患
肺炎
不慮の事故1)

交通事故（再掲）
自殺
肝疾患
腎不全
糖尿病
高血圧性疾患
結核
老衰
その他

注 1) 交通事故を含む
2) 平成17年都道府県別生命表における全国の延び

観察比 ベイズ比2)

悪性新生物
心疾患
脳血管疾患
肺炎
不慮の事故1)

交通事故（再掲）
自殺
肝疾患
腎不全
糖尿病
高血圧性疾患
結核
老衰
その他

（単位 ％）

注 1) 交通事故を含む
2) 端数処理の関係で再掲を除く合計が100に一致しない。
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区町村の数値はばらつきをもって分布している
ことから，地域の特性を表した指標が得られた
と考えることもできる。
死因１以外の死因を除去した場合についても

作成した指標の，全国の市区町村における平均
余命の延びの分布から平均値と標準偏差を算出
した。 に死因を除去した場合の男の平均寿
命の延び（ベイズ比）の場合の結果を示し，参
考として平成17年都道府県別生命表における全
国の平均寿命の延びも記載した。分布の平均値
は人口規模を考慮していないため参考数値と一
致するわけではないが，両者の値はおおむね近
くなっている。ここで死因の分類のうち，不慮
の事故については都道府県別生命表の表章に合
わせて交通事故を含むものとしていることに注
意する。

第Ⅲ節（２）3）で説明した死因別死亡確率
の算出結果からも（１）と同様な考察が得られ
た。死因１による死因別死亡確率（男，０歳）
についての結果を ， ， ，

および に示す。ただし，死因別死亡
確率（観測比）の数値については，死亡確率の
基準である全死因中央死亡率はベイズ推定した
値により算出しているために，死亡が観測され
ない年齢階級について死亡確率がそれぞれの死
因に配分されることに注意する。
また，死因別死亡確率については，本稿の算

出方法によれば死因に関する加法性が成立する
ので，重複のないようなすべての死因に対する
死因別死亡確率の和が１に一致する。端数の処
理の関係で合計が一致しないこともあるが，あ
る市区町村の死因別死亡確率について和がほぼ
１になることを で確認している。ここでも，
不慮の事故については交通事故を含む。

Ⅴ

本稿では全死因に対する中央死亡率（ベイズ
推定値）と整合性を持つ死因別中央死亡率（ベ
イズ推定値）の算出方法を提案した。この方法
は，全死因については市区町村別生命表で用い
られている方法と整合性を持つ方法であって，
事前分布の設定の際に特定の市区町村の周辺の
死亡状況を用いる方法であることから，経験的
ベイズ推定法となっている。また本稿では，そ
の方法を検証するために死因を除去した場合の
平均余命の延びと死因別死亡確率を試算した。
本稿の方法によって得られる指標は，第Ⅳ節
でも述べたように，出現数の少なさに起因する
偶然性の影響を減少させた数値となっていると
考えられ，さらに死因に対する加法性が保たれ
ており従来の全死因に対する指標と矛盾しない
結果が得られる。以上のことから，多項分布・
ディリクレ分布モデルが地域間の比較を行う際
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α1－1
2
α2－1… α －1

1＋ 2＋…＋ －1＜1，＞0(∀ )

0
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の有用な資料を作成するという観点から今後継
続して検討する価値のある方法であると考える。
また，本稿の指標の特徴として，死因の分類の
扱いやすさも指摘しておく。特定の死因につい
ての指標を得るためには，基礎数値として特定
の死因およびその他の死因の２通りの分類で本
稿の方法を適用すれば良い事が，ディリクレ分
布の性質から導かれる。つまり，その他の死因
については分類の仕方を検討する必要がなく基
礎数値の扱いが容易になるという特徴がある。
一方で今回の結果は，作成基礎期間が１期間

でありベイズ推定の事前分布の与え方について
も１通りの方法であるので，今後さまざまな設
定に対して指標を試算して検討を重ねることが
望まれる。さらに，全死因に対する指標として
は生命表以外にも標準化死亡比や年齢調整死亡
率などの指標が知られているので，これらの指
標についても本稿と同様なモデルを適用して死
因分析を行うことが期待される。特に年齢調整

死亡率については性・年齢階級別の死亡率を多
項分布・ディリクレ分布モデルを適用すること
が考えられる。
最後に，本文中の所見は筆者の個人的な見解
であることを申しあげておく。

１）平子哲夫，佐伯則英，中田正．人口動態市区町村

別統計へのベイズ統計の応用について(1)標準化死

亡比への応用．厚生の指標 1999；46(10)：3-11．

２）厚生労働省大臣官房統計情報部．平成12年市区町

村別生命表 2003：12-4.

３）厚生労働省大臣官房統計情報部．平成18年簡易生

命表 2007：16.

４）鈴木雪夫．小地域における死亡指標－ベイズ統計

学からのアプローチ．平成元年度厚生科学研究報

告書 1990.

以下では，第Ⅱ節において述べたパラメータの漸近挙動について正確に記述することにする。
－1次元空間 －1上に以下の式で定義される関数 (α1，…，α）を密度関数とする分布を

次元ディリクレ分布と呼び，記号 (α1，…，α ）で表す。

ただし， ＝1－( 1＋ 2＋…＋ －1)とし， －1上には標準的な測度が定義されているとする。
ディリクレ分布 (α1，…，α ）の定義に現れる を別の変数とみなすことで 次元空間上の分
布が自然に得られる。つまり，空間 上の －1次元空間から 次元空間への写像 －1を
( 1，2，…， －1) →( 1，2，…， －1，1－( 1＋ 2＋…＋ －1))

で定義したときに，分布 (α1，…，α ）の写像 －1による像分布
( －1)＊ (α1，…，α ）
が空間 上に定義される。
さらに１次元低い －2次元空間 －2上に定義される分布 －1(α1，…，α －1）を考えると，合成

写像 －1 －2による像分布として，空間 上に定義された別の分布
( －1 －2)＊ －1(α1，…，α －1）

が得られる。
パラメータα が０に近づくとき， 次元ディリクレ分布の像分布は －1次元ディリクレ分

布の像分布に弱収束する。
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次元ディリクレ分布 (α1，…，α ）の写像 －1による像分布をΦα とかき， －1次元
ディリクレ分布 －1(α1，…，α －1）の写像 －1 －2による像分布をΦとかくことにする。主張を示
すために，以下のことを示す。
（※） 任意の開集合 ⊆ に対して，

→∞
Φ ( ) Φ( )

ここで，上記の不等式を変形して，

α→0
Φα ( ) Φ( )

⇔∀ε＞0，∃ ＞0，0＜∀α ＜ ，

0＜α＜α
Φα ( ) Φ( )－ε

⇔∀ε＞0，∃ ＞0，0＜∀α＜ ，
Φα( ) Φ( )－ε

また， 次元空間から －1次元空間への射影 を
( 1，2，…， )→( 1，2，…， －1)

により定義し， －1次元ディリクレ分布 －1(α1，…，α －1）を定義する密度関数の台をΔ －2で書
くことにする。つまり
Δ －2＝｛( 1，2，…， －1)｜ 1＋ 2＋…＋ －1＜1，＞0(∀ ）｝

である。
いま，任意の開集合をひとつ固定する。
＝ ∩ －1 －2(Δ －2）
～＝ －1 ( ）
また，正の数δ＞0に対して，

δ＝｛( 1，2，…， )｜－δ＜ ＜δ｝

δ ＝ δ∩ ∩～

δ
～ ＝ －1 ( δ）
すると，
Φα( ) Φα( ∩～)＝Φα(～)－Φα( ∩～)

＝Φα(～)－Φα( ∩ δ∩～)－Φα( ∩ δ∩～)
Φα(～)－Φα( δ～)－Φα( δ）

よって，任意の正の数εに対して，正の数αとδを十分小さくとれば，
Φα( ) Φα(～)－ε＝Φ( )－ε
が成り立つから，弱収束することが示せた。（証明終）
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